
（参考）平成２２年度における主な新規施策
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基本的な施策３・５・７（国土交通省）

環境・リフォーム推進事業の創設

１．目的

住宅・建築物の長寿命化や省ＣＯ２技術の普及に寄与するプロジェクト、既存住宅の

流通・リフォームと併せたインスペクションの実施、住宅履歴情報、

保険制度の活用を行う事業及びこれらに関する市場環境の整備等を実施する者に対し、

国がその費用の一部を補助する制度を確立し、もって公共の福祉に寄与することを目的

とする。

２．制度概要

①事業内容

(1) リフォーム等推進タイプ

・インスペクションの実施と併せて行うリフォームに対する支援

・住宅・建築物の省エネ性能の向上に資するリフォームに対する支援

(2) 長期優良住宅等推進タイプ

・住宅の長寿命化に資するリーディングプロジェクトとなる住宅プロジェクトに

対する支援

(3) 住宅・建築物省ＣＯ２推進タイプ

・省ＣＯ２の実現性に優れたリーディングプロジェクトとなる住宅・建築物プロ

ジェクトに対する支援

(4) 調査・評価、普及・広報

・リフォーム、長期優良住宅、省ＣＯ２技術に関する調査・評価、普及・広報に

対する支援

(5) 技術基盤強化

・リフォーム、長期優良住宅、省ＣＯ２技術に関する技術マニュアルの作成、講

習の実施等に対する支援

②事業主体 民間事業者等

③補助率 (1) リフォーム推進等推進タイプ １／３、定額補助

(2) 長期優良住宅等推進タイプ ２／３

(3) 住宅・建築物省ＣＯ２推進タイプ １／２

(4) 調査・評価、普及・広報 定額補助

(5) 技術基盤強化 定額補助

３．平成２２年度予算額(国費) ３３０億円
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基本的な施策５（経済産業省）

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金

１．概要
（１）先導的システム支援事業

2030年の住宅・建築物におけるネット・ゼロ・エネルギー化を目指すべく、 住
宅・建築物に省エネルギー性能の高い高効率エネルギーシステム（年間エ ネルギー消
費量を２５％程度削減できるもの。）やビルエネルギーマネジメ ントシステム（ＢＥ
ＭＳ）を導入する者に対して補助を行うとともに、その 導入によって得られる省エネ
効果等を検証し、その成果を活用して更なる省 エネを進める。

（２）高効率給湯器、高効率空調機導入支援事業
従来機器に比べ省エネルギー効果が大きく、費用対効果の高い高効率給湯 器及

び高効率空調機を導入する際に、その経費の一部を補助する。

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金 【H22予算額７６.９億円】

事業の内容

国 設置者

補助（定額、定額(1/3以内)） 補助（1/3以内）

事業イメージ

事業の概要・実施スキーム

2030年の住宅・建築物におけるネット・ゼロ・エネルギー
化を目指すべく、住宅・建築物に省エネルギー性能の高い高
効率エネルギーシステム（年間エネルギー消費量を２５％程
度削減できるもの。）やビルエネルギーマネジメントシステ
ム（ＢＥＭＳ）を導入する者に対して補助を行うとともに、
その導入によって得られる省エネ効果等を検証し、その成果
を活用して更なる省エネを進める。

住宅

建築物

国
個人

民間事業者等

補助（定額）

民間団体等

補助（定額、価格差の１／３以内、１／３以内））

（１）先導的システム支援事業

（２）高効率給湯器、高効率空調機導入支援事業

従来機器に比べ省エネルギー効果が大きく、費用対効果の
高い高効率給湯器及び高効率空調機を導入する際に、その経
費の一部を補助する。

高効率給湯器

民間団体等
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基本的な施策５・２３（農林水産省）

地域材利用加速化支援事業の創設

事業のポイント
地域材を活用した製品の実用化及び普及推進を図るとともに、消費者が

安心できる国産材住宅づくりの情報を発信するための取組等を実施する。

（最近の木材及び住宅をめぐる状況）

・ 平成20年の木材(用材)の自給率は4年連続向上し24.0％(対前年比1.4ポイント増加)。

・ 国産材需要の過半を占める住宅分野について、平成20年の新設住宅着工戸数は109万戸と、

平成15～19年の同平均119万戸と比較し低位な状況。

・ 内閣府世論調査（平成１９年）によれば、消費者の約８割が木造住宅を希望し、その約３

分の１が国産材に強いこだわりを持っている。

政策目標
○ 木材供給・利用量を平成２７年までに３５％拡大

平成１６年 １，７００万ｍ 3 → 平成２７年 ２，３００万ｍ 3

＜内容＞
１．地域材実用化促進対策事業

地域材需要の更なる拡大を図るため、実用化まであと一歩というところまできている分野

の実証試験等に必要な経費を補助します。（例えば建築物の防火性能向上のためのデータ取得、

木材を利用した住宅の室内化学物質の健康影響の検証（シックハウス対策を含む）、地域材の

トレーサビリティシステムの確立のための検証など短期間で成果が得られるものを対象）

２．国産材住宅情報発信強化事業
今年4月に開設した「日本の木のいえ情報ナビ」の情報発信力を強化するため、住宅建設

を希望する一般の方向けに、情報ナビを通じて住宅建築を行ったOB施主の事例紹介や国産材

住宅に対する国民意識の醸成を図るための活動にかかる経費を助成します。

＜補助率＞
定額

＜平成 22 年度予算額＞
７０２百万円の内数

＜事業実施主体＞
民間団体

＜事業実施期間＞
平成２２年度
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基本的な施策１８（国土交通省）

賃貸住宅管理業における登録制度の創設

１．趣旨

賃貸住宅管理業の任意の登録制度を設け、登録事業者の業務についてルール を定め

ることで、その業務の適正な運営を確保し、賃借人及び賃貸人の利益の 保護を図る。

賃貸住宅管理業の登録制度の概要賃貸住宅管理業の任意の登録制度を設け、

登録事業者の業務についてルールを定めることで、

その業務の適正な運営を確保し、

賃借人及び賃貸人の利益の保護を図る。

１．新制度創設の趣旨

（１）対象とする不動産 賃貸住宅
（２）対象事業者・対象業務

賃貸住宅管理業のうち、賃料等の徴収業務並
びに賃貸借契約の更新業務及び解約業務のいず
れかを担う事業者（サブリース業を含み、賃貸業
は含まない）

２．対象範囲

1

①賃貸住宅管理業を営もうとする者は、国土交通省に備える登録簿に登録を受けることができる。（５年更新）

②登録業者は、管理業務に関して定める一定のルール（業務処理準則）を遵守することとする。

③登録業者が、管理業務に関して不正又は著しく不当な行為をした場合等には、
登録を消除する。この場合、一定期間は、再登録ができない。

３．登録制度の仕組み

○登録事業者名は公表されることから、

消費者は、登録事業者の情報を事業者選択（物件選択）の判断材料として活用。

○消費者による優良な事業者（良質な管理物件）の選別が進むことで、

適正な業務のためのルールが広く普及することを期待。

４．制度の効果

賃貸住宅管理業の登録制度の概要
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基本的な施策１８・１９・２０（国土交通省）

民間賃貸住宅入居者の居住の安定確保の推進

民間賃貸住宅入居者の居住の安定確保を推進するため、以下の措置を講ずる。

居 住 支 援 協 議 会 の 構 成 イ メ ー ジ

居住支援協議会

不動産関係団体

地方公共団体

家主等

ネットワーク構築

市町村都道府県
あんしん賃貸
住宅協力店

居住支援団体

宅地建物取引業者

賃貸住宅管理業者
社会福祉法人

相談支援事業者

NPO法人

居住ｻﾎﾟｰﾄ事業者

あんしん賃貸支援事業の拡充等 【Ｈ22予算額（国費）： あんしん賃貸支援事業 3.3億円 他】

１．紛争の未然防止・紛争の円滑な解決

２．住宅確保要配慮者の入居の円滑化

・高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者の民間賃貸
住宅の入居を円滑化させるため、住宅セーフティネット法に基づ
く居住支援協議会が行う民間賃貸住宅等への入居の円滑化に関す
る活動を支援する。

③ 原状回復ガイドライン等の見直し
・「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」や、「賃貸住宅標準契約書」の見直しに向けた検討を行う。

居住支援協議会
住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関し必要な措

置について協議するため、地方公共団体、宅地建物取引業者、賃貸住宅管理
業者、居住支援団体等により組織される協議会

① 家賃債務保証業等の適正化支援
・家賃債務保証業等に関する規制の整備に併せた、当該制度の周知・普及を行う。

② 紛争の未然防止・紛争解決の円滑化のための体制整備・支援等
・裁判外紛争解決手続制度（ＡＤＲ）の活用促進、関係者間における紛争解決事例の情報共有等を行う。

賃貸住宅における賃借人の居住の安定の確保を行うため、あんしん賃貸支援事業等を拡充し、紛争の未然防止・
紛争の円滑な解決、住宅確保要配慮者の入居の円滑化などの取組みを推進する。
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基本的な施策２８（国土交通省）

高齢者等居住安定化推進事業の創設

高齢者、障害者及び子育て世帯（以下、高齢者等）の居住の安定確保を図るため、
高齢者等が生活支援サービスの提供を受けられる賃貸住宅の整備に関する事業や、高
齢者等の居住の安定確保に資する先導的な事業の提案を、国が公募し、先導性や普及
性等に優れた提案に対して、予算の範囲内で、事業の実施に要する費用の一部を補助。

高齢者等居住安定化推進事業の概要

A 一般部門
評価委員会による個別審査・評価

ハード・ソフトにおいて先導性の高い提案

（例）
・ 先導性の高い高齢者の住まいの新築・改築
・ 協働型居住の試み
・ 高齢者への安心・見守りサービスの提供
・ 高齢者の住まいに関する情報提供・相談業務
・ 障害者世帯・子育て世帯の居住の安定確保に資す
る取り組み

B 特定部門
評価委員会による包括評価

B-1 生活支援サービス付高齢者専用賃貸住宅部門

生活支援サービス付きの高齢者専用賃貸住宅の整備

B-2 ケア連携型バリアフリー改修体制整備部門

ケアの専門家と設計者・施工者の連携体制により行
われるバリアフリー改修及び体制整備

B-3 公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化部門

公的賃貸住宅団地の福祉拠点化に資する高齢者支
援・障害者支援・子育て支援施設の整備

＜主な要件＞
○ 住宅の要件

・面積原則25㎡以上
・原則、台所、水洗便所、収納設備、浴室の設置
・バリアフリー化

○ サービスの要件
・緊急通報及び安否確認サービスの提供

・社会福祉法人・医療法人の職員、ケア関係の有資格者等による対応
＜補助対象＞
○高齢者専用賃貸住宅の新築・改修費

○高齢者の生活相談スペースやデイサービスセンター等の新築・改修費

＜主な要件＞
○ ケアの専門家と設計者・工務店により連携

体制が構築されること
○連携体制のイメージ例

・医療法人等と地域の工務店により構成

されるグループ
・地方公共団体の関与のもとに設置され

た協議会等でケアの専門家や設計者、
工務店等で構成されるもの

＜補助対象＞
○研修、情報提供、普及啓発、アセスメント

等にかかる費用

○要介護者等の個々の住宅の改修

住宅改修グループ

ＯＴ・ＰＴ等のケアの専門家と設計士・工務店の連携体
制が構築されていること

○研修、情報提供、普及啓発、アセスメント等
○個々の住宅の改修

改修

・

補助金

改修申込

・

改修工事費等

改修申込

・

改修工事費等

改修

・

補助金

改修申込

・

改修工事費等

改修

・

補助金

・・・・・ ・・・・・

高齢者・障害者・子育て世帯の居住の安定に資する先導性の高い取組みを支援

余剰地

＜主な要件＞
○ 公的賃貸住宅団地内に高齢者・障害者・子育て支援施設を整備すること
○ 地域住民・団地居住者に対して生活相談等のサービスを提供すること
○ 公的賃貸住宅団地の管理者が推薦する者または公募により選定した者 等

＜補助対象＞
○ 高齢者・障害者・子育て支援施設の新築・改修費
○ 高齢者専用賃貸住宅・グループホーム等の新築・改修費

③公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化部門

②ケア連携型バリアフリー改修体制整備部門

①生活支援サービス付高齢者専用賃貸住宅部門

公募の内容 特定部門の内容

【H22予算額（国費）160億円】
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基本的な施策２８（厚生労働省）

集合住宅に居住する要介護高齢者等に対する総合支援事業

１．概要

高齢者が住み慣れた地域において在宅で生活できるよう、集合住宅等に居住する要介

護高齢者等に対して、指定居宅介護支援事業者等を活用した24時間365日対応窓口を設

置し、介護保険外のサービスを含めた関係事業者等が連携して総合的にサービスを提供

し、その効果及びコスト等の検証を行う事業を実施する。

２．平成２２年度予算額（国費）

市町村地域包括ケア推進事業（５５０百万円）の内数

保険 者 （ 市 区 町 村 ）
［ 事業運営委員会 ］

事業実施地域

指定居宅介護支援事業者等
指定訪問介護事業者等
（地域のボランティア等）

指定介護サービス事業者等

委託

・安否の確認、火の元点検等
・夜間を含む緊急時の対応
（疾病に対する一時的援助等）

・配食サービス、移送サービス
・短時間の身体介護
（水分補給・服薬確認等）

・短時間の生活援助
（電球交換・ゴミ出し等）

・話し相手、付き添い 等

・24時間365日窓口対応サービス
・見守り、相談援助
・介護保険外訪問サービスの
コーディネート 等

連
携

・訪問介護
・通所介護

等 ケアマネ
ジャー

24時間365日対応サービス介護保険サービス 介護保険外サービス

集合住宅等に居住する要介護高齢者等に対する総合支援事業（イメージ図）

○ 高齢者が住み慣れた地域において在宅で生活できるよう、集合住宅等に居住する要介護高齢者等に対して、指定居宅介護支
援事業者等を活用した24時間365日対応窓口を設置し、介護保険外のサービスを含めた関係事業者等が連携して総合的にサービス
を提供し、その効果及びコスト等の検証を行う事業を実施する。

連
携

集合住宅や住宅地における要介護高齢者等

検証


	【セット版】H21住生活安定向上施策実施状況
	55/62
	56/62
	57/62
	58/62
	59/62
	60/62
	61/62
	62/62


